
資料1 自己申告調査結果表

1 検索

小計

A 業務外

内訳

B 研修として許容されると
G 業務よ許されると誤信していた

誤信していた

小計 小計 内訳川ξのベ数 a興味本位 b個人的利用
。外部監察チームが寮

のベ数 のベ数 a市民からの問い合わせ b住基事務等他業務 。シス子ム稼働確!1l務外が棺当とするもの

① 著名人 8 7 6 6 。 。 2 。 三。ロ 1 。 。 。
② 不特定者 z 2 2 2 。 。 。 。 50 49 。
③ 特定市民 。 。 。 。 。 。 。 。 20 19 6 5 z 2 4 

④ 職員・知人 34 17 20 9 。 。 14 8 2 2 。
⑤ 親族 13 11 4 3 9 8 。 。 22 18 。 。 。 。 。

のベ数 57 37 32 20 9 8 16 94 88 91 8 4 4 4 

小計

実人数 28※ 13 8 9 60 -1 8 4 

⑥ 本人 26 25 5 5 21 20 。 。 96 93 8 自 4 4 。
⑦ 直系尊属・卑属 37 32 8 B 29 24 。 。 541 49 。。 。 。 。

E ⑧ 配偶者 。 。 。 。 9 9 。デ o 。 。 。
のベ数 64 58 14 14 50 44 。 。 159 151 6 6 4 4 。

小計

実人数 40 9 33 。 103 6 4 

のベ数 121 95 46 34 59 52 16 自 253 239 15 14 B B 4 
合計

実数(計) 58 18 37 9 145 ，，1. ..: .14 8 

※ 28人中3人は依頼に基づき検索のため、プライバシーの侵害度は低い。(ただし、うち1人は@職員・知人の戸籍を検索)司プ号イパシーの侵害摩が高い検索害行った職員は26人

【凡例1

1 対象者について

※②『不特定者Jとl立、戸籍デ-51ベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、生年月日等によって無作為に選択された者をいう。

※③『特定市民』とは、戸籍ヂ-51ベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、任意に選択された者をいう。

※④『職員、知人等」とは、閲覧等をした職員のよ司や同僚、知人、友人をいう。

※⑤閲覧等をした職員が戸籍法よで理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な親族をいう。

※⑦閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な直系尊属及び直系卑属をいう。

※①~⑤は、閲覧等をした職員が戸籍法よで理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な対象範囲。

※⑥~⑧は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な対象範囲。

Z 目的について

※A a r興味本位」とは、職員が「興味本位」と申告し、外部監察チームによる評価も「興味本位」であった申告をいう。

※A b r個人的利用(自己都合)Jとは、『個人的な事情で閲覧等の必要が生じた」と当該職員が申告し、外部監察チームよる評価も「個人的利用」であった申告をいう。

※A c r外部監察チームが業務外が相当とするもの」とl立、外部監察チームによる評価が職員の申告内容と異なった申告をいう。

※B r研修として許容されると誤信していた」とは、職員が戸籍情報システムの操作確認・習熟や戸籍届書等処理のために戸籍情報を参考にしていた等の申告をいう図

※C a r市民からの問い合わせ」とは、「市民対応に際し既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った」とする申告をいう。
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※C b r住民基本台帳事務等他業務」とはJ戸籍事務以外の住民基本台帳事務等の事務を行う際lこ、既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った」とする申告をいう。

※C c rシステム稼働確認Jとl宜、「プリン告等障害時の保守後の稼働確認の際に、既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った」とする申告をいう。
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(左:件数/右人数)

合計

dその他 のベ数 実人数

自 8 8 

。 。 53 52 46 

。 。 26 24 19 

。 。 37 20 19 

。 。 35 29 20 

160 133 

83 

。 。128 124 114 

。 。 91 81 58 

。 。 10 10 7 

。 。229 215 

。 138 

1 389 348 

190 



Z 閲覧

A 業務外
日研修として許容されると

G 業務上許されると誤信していた
誤信していた

小宮十 内訳 小計 小計 内訳〉ぞ のベ数 a興味本位 b個人的利用 。務外外部が監相事当チとーすムるがもの象 のベ数 のベ数 圃市民からの問い合わせ b住基事務等他章務 。システム稼働確毘

① 著名人 6 5 4 4 。 。 2 。 。 。 。 。
② 不特定者 z E 2 2 。 。 。 。 44 43 。
③ 特定市民 。 。 。 。 。 。 。 。 20 19 6 5 2 z 4 

④ 職員・知人 34 17 20 9 。 。 14 8 2 2 。
⑤ 親族 13 11 4 3 9 8 。 。 21 17 。 。 。 。 。

のベ数 55 35 30 18 9 8 16 9 87 811 9 8 4 4 4 
小計

実人数 28 13 B 9 一 541 - 4 

⑥ 本人 24 23 5 5 19 18 。 。 84 81 6 自 4 4 。
⑦ 直系尊属・卑属 36 31 B 日 28 23 。 。 53 48 。 。 。 。 。

E ⑧ 配偶者 1 1 1 。 。 。 01 ..7 7 日目 。 。 。 。
のベ数 61 55 14 14 47 41 。 。 144 136 二 61 ロ 8 4 4 。

小百十

実人数 37 g 30 。 92 6 4 

延べ数 116 90 44 32 56 49 16 9 231 217 15 14 8 8 4 

合計

実数(計) 55 18 34 9 128 14 自

【凡例1

1 対象者について

※②『不特定者」とは、戸籍デーヲベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、生年月日等によって無作為に選択された者をいう。

※③『特定市民』とは、戸籍デーヲベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、任意に選択された者をいう。

※④『職員、知人等』とは、閲覧等をした職員のよ司や同僚、知人、友人をいう。

※⑤閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の諦求が不可能な親族をいう。

※⑦閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の註明書の交付の請求が可能な直系尊属及び直系卑属をいう。

※①~⑤は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の笹明書の交付の請求が不可能な対象範囲。

※⑥~③は、閲覧等をした職員が戸籍法よで理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な対象範囲。

Z 目的について

※A a r興味本位」とは、職員が「興味本位」と申告し、外部監察チームによる評価も『興味本位」であった申告をいう。

※A b r個人的利用(自己都合)Jとは、「個人的な事情で閲覧等の必要が生じた』と当該職員が申告し、外部監察チームよる評価も『個人的利用」であった申告をいう。

※A c r外部監察チームが業務外が相当とするもの」とは、外部監察チームによる評価が職員の申告内容と異なった申告をいう。

※B r研修として許容されると誤信していた」とは、職員が戸籍情報システムの操作確認・習熟や戸籍届書等処理のために戸籍情報を参考にしていた等の申告をいう。

※C a r市民からの問い合わせ」とは、「市民対応に際し既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った」とする申告をいう。
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※C b r住民基本台帳事務等他業務」とは、「戸籍事務以外の住民基本台帳事務等の事務を行う際に、既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った」とする申告をいう。

※C c rシステム稼働確認」とは、『プリン争等障害時の保守後の稼働確認の際に、既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った」とする申告をいう。
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(左;件数/右.人数)

合計

dその他 のベ数 実人数

7 8 6 

。 。 47 46 40 

。 。 26 24 19 

。 。 37 20 19 

。 。 34 28 19 

151 124 

78 

。 。114 110 101 

。 。 89 79 56 

。 。 B 8 自

。 。211 197 

。 124 

362 321 

171 



3 出力

A 業務外
日研修として許容されると

G 業務よ許されると誤信していた
誤信していた

小計 内訳 小計 IJ、計 内訳〉ぞ のベ数 a輿昧本位 b個人的利用 。輯外外部が監相寝当チとーすムるがもの* のベ数 のベ数 岡市民からの問い合わせ b住基事務等他業務 。システム稼働確認

① 著名人 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 01 。 。 。 。
② 不特定者 。 。 。 。 。 。 。 。 13 13 。
③ 特定市民 。 。 。 。 。 。 。 。 11 10 4 3 3 

I ④ 職員・知人 。 。 。 。 。 。 。 。 。 o 。 。 。 。 。
⑤ 親族 z 2 。 。 z 2 。 。 自 51 0 。 。 。 。

のベ数 2 2 。 。 z 2 。 。 33 281 5 4 2 E 3 
小宮十

実人数 2 。 z 。 17 一 4 2 

⑥ 本人 。 。 1 。 。 20 19 21 2 。 。 。
⑦ 直系尊属・卑属 10 6 。 。 10 6 。 。 12 121 0 。 。 。 。

E ⑧ 配偶者 。 。 。 。 。 。 。 。 3 31 0 o 。 。 。
のベ数 11 7 。 。 11 7 。 。 35 341 2 2 。 。 。

小計

実人数 3 。 3 。 22 一 2 。
延べ数 13 自 。 。 13 9 。 。 68 62 7 :6 2 z 3 

合計

実数(計) 3 。 3 。 36 '6 z 
__L_  一 」…ー 」ー」ー一【凡例1

1 対象者について

※②『不特定者』とは、戸籍デ-51ベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、生年月日等によって無作為に選択された者をいう。

※③「特定市民』とは、戸籍デーヲベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、〈任意に選択された者をいう。

※④『職員、知人等』とは、閲覧等をした職員の上司や同僚、知人、友人をいう。

※⑤閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な親族をいう。

※⑦閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な直系尊属及び直系卑属をいう。

※①~⑤は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を間わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な対象範囲。

※⑥~⑥は、閲覧等をした職員が戸籍法よで理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な対象範囲。

Z 目的について

※A • r興味本位』とは、職員が「興味本位」と申告し、外部監察チームによる評価も『興味本位Jであった申告をいう。

※A b r個人的利用(自己都合)jとは、『個人的な事情で閲覧等の必要が生じた』と当該職員が申告し、外部監察チームよる評価も「個人的利用』であった申告をいう。

※A c r外部監察チームが業務外が相当とするものJとは、外部監察チームによる評価が職員の申告内容と異なった申告をいう。

※B r研修として許容されると誤信していた」とは、職員が戸籍情報システムの操作確認・習熟や戸籍届書等処理のために戸籍情報を参考にしていた等の申告をいう。

※c • r市民からの問い合わせJとは、「市民対応に際し既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行ったJとする申告をいう。
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※C b r住民基本台帳事務等他業務」とは、「戸籍事務以外の住民基本台帳事務等の事務を行う際に、既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行った』とする申告をいう。

※C c rシステム稼働確認Jとは、「プリン告等陣害時の保守後の稼働確認の際に、既定の手続きを踏まず、戸籍情報の閲覧等を行ったJとする申告をいう。
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dその他 のベ数 実人数
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資料Z アクセスログ調査結果表

1 検索

(左・件数/右・人数)( )内数は、自己申告調査で未申告の職員

kご〔
A 業務外

B 研修として許容されると慎信して

小計 内訳

のベ数 a興味本位 b個人的利用
。外部監察チームが業務外が相当と

するもの

① 著名人 z 2 2 z 。 。 。 。
② 不特定者 97 2 97 E 。 。 。 。
③ 特定市民 24 1 。 。 。 。 24 1 

④ 職員・知人 94 E 88 4 。 。 自 2 

⑤ 親族 。 。 。 。 。 。 。 。
のベ数 217 11 187 8 。 。 30 3 

小百十
実人数 7 4 。 3(1) 

⑥ 本人 z 2 。 。 z z 。 。
⑦ 直系尊属・卑属 16 日 9 1 7 5 。 。

E ⑧ 配偶者 。 。 。 。 。 。 。 。
のベ数 18 日 9 1 9 7 。 。

小計
実人数 7 1 自(2) 。
のベ数 235 19 196 9 9 7 30 

合計
実人数 13(3) 4 自 3 

【凡例】

1 対象者について

※②「不特定者』とは、戸籍データベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、生年月日等によって無作為に選択された者をいう。

※③『特定市民』とは、戸籍データベースに釜録された大阪市に本籍を有する者から、任意に選択された者をいう。

※④『職員、知人等Jとは、閲覧等をした職員の上司や同僚、知人、友人をいう。

※⑤閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な親族をいう。

※⑦閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な芭系尊属及び直系卑属をいう。

※①~⑤は、関覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な対象範囲。

※⑥~⑧は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な対象範囲。

2 目的について

※A a r興味本位」とは、職員が『興味本位」と申告し、外部監察チームによる評価も「興味本位」であった申告をいう。

いた

小計

実人数

。 。
41 4 

4 z 

6 3 

。 。
51 9 

- 自

17 14 

25 9 

s 4 

50 27 

20(6) 

101 36 

自 25(自)

のベ数

z 

138 

28 

100 

。
268 

19 

41 

8 

68 

336 

※A b r個人的利用(自己都合)Jとは、 r個人的な事情で閲覧等の必要が生じた」と当該職員が申告し、外部監察チームよる評価も『個人的利用」であった申告をいう。

※A c r外部監察チームが業務外が相当とするもの」とは、外部監察チームによる評価が職員の申告内容と異なった申告をいう。

※8 r研修として許容されると誤信していた」とは、職員が戸籍情報システムの操作確認・習熟や戸籍属書等処理のために戸籍情報を参考にしていた等の申告をいう。

合計

実人数

2 2 

6 6 

3 2 

9 7 
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20 

15 

16 16 
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4 4 

35 

26 
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36 



2 閲覧

(左.件数/右:人数)( )内数は、自己申告調査で未申告の職員

ヤと
A 業務外

日研修として許容されると誤信して
いた

小計 内訳 小計

のベ数 a興味本位 b個人的利用
。外部監察チームが業務外が相当と

実人数
するもの

① 著名人 z 2 2 z 。 。 。 。 。
② 不特定者 41 2 41 z 。 。 。 。 38 

③ 特定市民 8 1 。 。 。 。 6 1 4 

I ④ 職員・知人 81 日 75 4 。 。 6 2 6 

⑤ 親族 。 。 。 。 。 。 。 。 。
のベ数 130 11 118 8 。 。 12 31 48 

小計

実人数 7 4 。 3(1) 

⑥ 本人 z 2 。 。 z z 。 。 15 

⑦ 直系尊属・卑属 16 日 9 1 7 5 。 。 25 

E ⑥ 配偶者 。 。 。 。 。 。 。 。 8 

のベ数 18 自 9 1 9 7 。 。i 伺

小計

実人数 7 1 自(2) 。
のベ数 148 19 127 自 自 7 12 

合計

31 実人数 13(3) 4 6 

【凡例1

1 対象者について

※②『不特定者Jとは、戸籍データベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、生年月日等によって無作為に選択された者をいう。

※③『特定市民」とは、戸籍データベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、任意に選択された者をいう。

※④『職員、知人等Jとは、閲覧等をした職員のよ司や同僚、知人、友人をいう。

※⑤閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な親族をいう。

※⑦閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を間わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な直系尊属及び直系卑属をいう。

※①~⑤は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な対象範囲。

※⑥~⑧は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な対象範囲。

Z 目的について

※A a r興味本位」とは、職員が「興味本位Jと申告し、外部監察チームによる評価も「興味本位」であった申告をいう。

自
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※A b r個人的利用(自己都合)Jとは、「個人的な事情で閲覧等の必要が生じた」と当該職員が申告し、外部監察チームよる評価も「個人的利用」であった申告をいう。

※A c r外部監察チームが業務外が相当とするもの」とは、外部監察チームによる評価が職員の申告内容と異なった申告をいう。

※B r研修として許容されると誤信していた」とは、職員が戸籍情報システムの操作確認・習熟や戸籍属書等処理のために戸籍情報を参考にしていた等の申告をいう。

合計

実人数

2 2 

5 5 

3 3 
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。 。
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14 

14 14 

15 141 

4 4 

33 

24 

52 

33 



3 出力

(左:件数/右:人数)( )内数は、自己申告調査で未申告の職員

〉土
A 業務外

日研修として許容されると誤信して
いた

小計 内訳 小針

のベ数 a興味本位 b個人的利用
。外部監察チームが業務外が相当と

実人数
するもの

① 著名人 。 。 。 。 。 。 。 。 。
② 不特定者 。 。 。 。 。 。 。 。 z 

③ 特定市民 。 。 。 。 。 。 。 。 。
I ④ 職員・知人 。 。 。 。 。 。 。 01 0 

⑤ 親族 。 。 。 。 。 。 。 。
のベ数 。 。 。 。 。 。 。 。

小宮十
実人数 。 。 。 。

⑥ 本人 。 。 。 。 。 。 。 。
⑦ 直系尊属・卑属 。 。 。 。 。 。 。 。一 三一

E ⑨ 配偶者 。 。 。 。 。 。 。 。
のベ数 。 。 。 。 。 。 。 。

小百十
実人数 。 。 。 。
のベ数 。 。 。 。 。 。 。 。

合計
実人数 。 。 。 。

【凡例1

1 対象者について

※②「不特定者』とは、戸籍データベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、生年月日等によって無作為に選択された者をいう。

※③「特定市民jとは、戸籍データベースに登録された大阪市に本籍を有する者から、任意に選択された者をいう。

※④『職員、知人等」とは、閲覧等をした職員の上司や同僚、知人、友人をいう。

※⑤閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な親族をいう。

※⑦閲覧等をした職員が戸籍法よで理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な直系尊属及び直系卑属をいう。

※①~⑤は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を問わずに戸籍の証明書の交付の請求が不可能な対象範囲。

※⑥~⑧は、閲覧等をした職員が戸籍法上で理由を関わずに戸籍の証明書の交付の請求が可能な対象範囲。

2 目的について

※A a r興味本位」とは、職員が「興味本位」と申告し、外部監察チームによる評価も「興味本位」であった申告をいう。
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※A b r個人的利用(自己都合)Jとは、「個人的な事情で閲覧等の必要が生じた」と当該職員が申告し、外部民察チームよる評価も「個人的利用Jであった申告をいう。

※A c r外部監察チームが業務外が相当とするもの」とは、外部監察チームによる評価が職員の申告内容と異なった申告をいう。

のベ数

。
2 

。
。
。
2 

2 

。
。
z 

4 

※B r研修として許容されると誤信していた』とは、職員が戸籍情報システムの操作確認・習熟や戸籍眉書等処理のために戸籍情報を参考にしていた等の申告をいう。

合計

実人数

。 。
1 

由 。
。 。
。 。

1 

1 1 

。 。
。 。
1 

1 

2 

z 



資料3 調査一覧表

1 自己申告調査

①初回調奈

中間公表内容

②補完調査(初問調査の補充的調査) ③追加調査

中間公表後実権

④自己都合による「出力Jをしたと申告した職員
にかかる調査

⑤『自己都合Jとした問答者の趣旨確認補充調杏

平成26年3月 12 日 ~18 日
(受託事業者:同月 20日)

平成26年4月11日~平成26年4月18日 平成26年5月23日~平成26年6月2日

平成26年12月22日~平成27年2月6日
①所属による調査:平成26年12月 22 日 ~26 日 |平成27年1月26日~平成27年2月18日
②市民局による作業:平成27年l月B日 | 

市民局から外部監察ヂームへの概況報告:平成27年1月81①書面調査・平成27年1月26日~平成27年 1月29日
日 | 電話確認.平成27年2月9日
③外部監察チームによる調査 |②外部監察チーム
書類調査:平成27年1月 22 日 ~2月 6 日 | 平成27年2月 6 日 ~2月 18 日
ヒアリング:平成27年1月29日
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-平成22年度~平成25年度に戸籍事務に従事した全職員

(982人)* 1 
・区役所等窓口業務受託事業者の従業員 (308人)

自己申告した内容が目的類型「問合せ対応等J rシステムの
①初回調査において、 「業務外の閲覧」と「研修の実施状況」のい 11稼働確認J r先例確認J r他業務に係る届出等内容確認J
ずれかに該当する旨の回答を行った職員 (223人) 11 rその他」に該当する職員 (24人)

自己都合により証明書等の出力を行ったと申告した職員
(6人)

自己申告調査において『白己都合」と申告した職員のう
ち、具体的な目的が確認できない職員 (9人)

-回答者

21 職員:犯2人(全職員)申l
受託事業者・ 305人

-未回答者
受託事業者・ 3人(休職者)

-回答者:222人
・未回答者 l人(休職者) -回答者

特定職員:24人

[書面調査]
実施者・ 5人
未実施者:1人(退職者)
[外部監察チームによる調査]
ヒアリング実施者:1人

[書面調査]
回答者:9人(うち1人は電話縫認も実施)
[外部監察チームによる調査]
ヒアリング実施者:1人
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[調査項目]
①戸籍情報を検索、閲覧または出力する意思をもって、
業務とは無関係な著名人、自己・親族または友人・知人
等の戸籍情報を検索、閲覧または出力した事実の有無の
確認
②戸籍情報システムを利用した職場での研修状況

[調査項目]

[調査項目] 11・特定職員を対象とし、申告した目的に関する具体的な事

①戸籍情報を検索、閲覧または出力する意思をもって、業務とは無目象、本人への同意の有無及び上司への報告状況等を確認

関係な著名人、自己・親族または友人・知人等の戸籍情報を検索、
閲覧または出力した事実の有無の確認
②戸籍情報システムを利用した職場での研修状況

[発行履歴の出力]
自己申告者に出力した戸籍情報を確認のうえ、発行履歴

情報を出力
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[調査方法]
・自己申告調査票のコピ}を送付し、具体的な内容を記
述させる方法
・ヒアリングによる調査

[職員に対する調査]
市民局長
(区長は、市民局長からの指示に基づき、補助す

ん目る。)

[受託事業者に対する調査]
受託事業者
(委託者である市民局長又は区長からの依頼によ

る。)

市民局長
(区長は、市民局長からの指示に基づき、補助する。)

市民局長
(区長は、市民局長からの指示に基づき、補助する。)

[履歴データの抽出]
市民局の職員

[外部監察チームによる調査]
外部監察チーム

[書面による調査]
市民局長

[ヒアリングによる調査]
外部監察チーム

「業務外の閲覧」を行ったと申告した職員数:141人
(* 1) 
「研修」によりシステム操作を行ったと申告した職員

数:100入
*重複回答者数:32人
「研修」によりシステム操作を行ったと申告した受託

事業者の従業員:49人

-戸籍情報にアクセスしたと申告した職員:193人
自己申告調査結果として、集約

「証明書Jとして出力した職員はおらず、 「事務専用帳
票」として出力していた。
・自己申告通りの内容であると評価:3人
-申告内容誤りであると評価(出力の事実がなかった職
員) : 2人

自己都合と申告した職員のうち、
うち2人を研修に、
うち2人を興味本位と評価した。
うちl名は、 「業務上許されると誤信した」ものであった
と評価した。

最終調査結果 資料 1自己申告調査結果のとおり

キ1・対象者数等の職員数に当初発覚した職員2人を含む。



2 アクセスログ諒査

実施時期

目的

①サ，ンプノレ調査

①所属による調査:平成26年5月 15 日 ~8月 21 日
②外部監察チームによる調査・

事前作業田平成26年7月9日~
アクセスログ確認作業・平成26年目月 17日 ~
ヒアリング:平成26年11月4日~平成27年1月27日
アクセスログ再現調査:平成26年12月19日

-職員からの自己申告内容の信頼性を確認する。
・自己申告以外の業務目的外での閲覧等の有無を確認する。

-平成25年度に戸籍事務に従事した職員 (711人)
・受託事業者5社 (20区)

[所属調査]
I実施者:711人
ヒアリング実施者:402人
ヒアリング未実庖者:16人(休職者)
[外部監察チームによる調査]

アクセスログ調査:711人
ヒアロング実施者:42人
ヒアリング未実施者・ 1人(休職者)

平成25年5月の平日 (21日間)及び平成25年度の第四日曜日 (11日間) [サンプル調査]

平成26年12月22日~平成27年2月23日

①所属による調査.平成26年12月22日~平成27年1月21日
②外部監察チームによる調査・

アクセスログ確認作業:平成27年1月22日~平成27年2月6日
ヒアリング:平成27年2月 4 日 ~5 日

自己申告調査において自己都合の閲覧等を申告していた者のうち、サンプル調査の対象期間には在籍していな
かったために、アクセスログ調査の対象となっていなかった者に対して、業務に従事していた期間のアクセスログ
調査を追加で実施する。

自己申告調査において、興味本位または自己都合と申告した職員のうち、左記(①サンプル調査)の調査対象に含
まれていなかった職員 (12人)

[所属調査]
実施者・ 11人
未実施者':1人(対象期間のアクセスログを抽出できなかった職員)
[外部監察チームによる調査]
ヒアDング実施者:3人(うち1人は所属調査未実施の職員)

当該職員が1年間従事した年度において、 5月の平日及び第四日曜日(約32日間)

※平成25年度のうち自己申告において本来の業務呂的以外の目的で最も多く閲覧等をしたと申告された月|※アクセスログ調査と同等期間を対象とする
である 5月及び同年度の休日開庁日を選定

[所属調査]
アクセスログデータと照合する書類の突合せを行い、照合する書類がないが確認できないアクセスログ

について、操作した職員にヒアリングを実施

[外部監察チームによる調査]
・事前作業
， 所属調査の結果(ヒアリングシート及び判断シート)につ いて、照合書類と突合できなかったログの件
数の確認やその閲覧等に至る目的等の説明を確認し、不合理な説明がなされていないか確認 I [所属調査]
・アクセスログ確認作業 | 左記(①サンプル調査)と同じ
アクセスログデータを直接確認し、所属調査で照合書類と突合できなかったログを中心に、検索の方 | 

法、操作内容、閲覧等対象者、職員と対象者の関係などを確認。 I[外部監察チームによる調査]
・ヒアリング | 左記(①サンプル調査)と同じ(追加調査を除く)
職員の説明が不合理であると考えられた職員のほか、業務上の操作であるか否かを判断するためには直

接ヒアリングをして確認する必要があると判断された職員や、不自然な検索と思われるログが残っている
"1職員などt2対して、ヒアロングを実施。

.追加調査
ヒアリング後、最終判断を行うにあたりさらに再度のヒアロングが必要であると考えられた職員に対し

ヒアリングを実施。ヒアリングに先立ち、当該職員が行った戸籍情報システムの操作を再現する方法によ
り、当該職員の説明が合理的に成り立っかどうかを確認。

[所属調査]
内部統制体制による区役所等の職員 I [所属調査]

| 内部統制体制による区役所等の職員
[外部監察チームによる調査] I 司アクセスログ調査と比較し、最低限の規模に縮小
外部監察チーム | 

I [外部監察チームによる調査]
[追加調査における操作再現] I 外部監察チーム
市民局の職員

-追加調査
調査結果 1 業務外による操作と評価した職員l人 業務外と評価した職員2人

業務外による操作とまで評価できない職員2人

最終調査結果 資料2アクセスログ調査結果のとおり



3 外部通報窓口調査

自

議査結果

外部通報窓口調査

した外部通報窓口になされた通報内容の成否を確認。

口に通報があった職員(1人)

[外部監察チームによる調査]
ヒアリング実施者:1人

[外部監察チームによる調査]
対象職員に対し、通報の対象となった戸籍情報の提供を受けるため、ヒアリン

グを実施。

[発行履歴の出力]
市民局の保守用端末機を利用し、回答内容に基づき、証明書の発行履歴情報
(証明書発行管理一覧)の出力を行う。

[所属調査]
当該戸籍にかかる発行履歴情報のうち、被通報者の職員が操作した発行履歴に

ついて届書等の内容を照合することによりシステムへのアクセスが届書等に基づ
く適正なものであるかどうかを調査し、届書等と照合のできないログについて
は、当該職員にヒアリングを実施。

〔外部監察チームによる調査]
外部監察チーム

[所属調査]
被通報者の所属の内部統制体制による職員

=今アクセスログ調査と比較し、最低限の規模に縮小

「業務外Jと評価した。

4 r研修」の実態に関する調査

①市民局による住民情報事務所管課長等を対象とした調査

23日~平成26年6月2日

及びサーピスカウンタ一所長 (25人)

-ヒアロング実施者
住民情報事務所管課長等:25人

②外部監察チームによる研修の実施状況に関する調査

11月5日~平成27年1月13日

自己申告者による研修の実施状況と所属の回答内容に差が生じているため、戸籍
システムを利用した研修の実態を調査する。

-自己申告した内容が目的類型「研修」に該当する職員のうち、次の基準に基づ
き抽出した職員から外部監察チームが指定する職員 (34人)
[ヒアリング対象者数]
所属における申告者数に応じ、次のとおり定めた。
・申告者数5人以下の場合、 l人
・申告者数6人以上の場合、 2人

[対象者類型による抽出]
申告内容のうち、対象者類型ごとにヒアリング候補者を抽出。
・対象者類型「親族J及び「本人等」からl人
・上記以外の対象者類型から1人

-ヒアリング実施者:33人
・ヒアリング未実施者:1人(休職者)

[調査方法]
ヒアリングによる調査

[調査項目] I [調査項目]
研修の実施状況等所属における現状の確認及び公用閲覧等記録簿の| 研修の実施状況等所属における現状の確認、個人情報の取り扱いに関する認識

市民局長
(区長は、市民局長からの指示に基づき、補助する。)

-組織として戸籍情報システムを用いて、実際の戸籍データなどにア
クセスした上で研修を実施していたところはなかった。研修を実施し
ていた所属はなかった。
・公用閲覧を行った際に記録する公用閲覧等記録簿への記録の必要性
を認識していない所属部署が8あった。

び公用閲覧等記録簿の記録状況

ーム
(市民局は書記等補助をする。)

と回答した内容には、
・戸籍情報システムの利用方法に習熟するため
.戸籍の記載方法等について知識を得るため

があった。
いずれの事例についても、当該職員の所属組織において正式なものとしてではな
く、各職員自身の判断において実施されていたもの。
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